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１ 教職員の懲戒処分について

教育庁学校教育部義務教育課・高校教育課

処分年月日
処分内容

対象職員不祥事の内容
管理監督者対象職員

R8.6.25

R8.3.25

減給（1/10）１月
（当時の校長２名）

免職東海村内・中学校
講師 32歳 男

盗撮

※対象職員は処分済

R8.7.27厳重注意

（当時の校長２名）
戒告

取手市内・高等学校
教諭 57歳 男交通事故
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２ 令和８年度（令和７年度事業対象）教育に関する事務の管理及び
執行の状況の点検及び評価に関する報告書について

１ 策定根拠
地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第26条第１項

２ 点検及び評価の対象

３ 点検及び評価の方法

４ 点検及び評価の結果概要

県教育委員会が所管する主要施策で、令和７年度に実施したもの

各施策の取組状況等について点検・評価を実施し、令和７年度
の取組内容、課題・今後の対応を整理。

事業の評価は、県総合計画における教育関連指標（10項目）とし、
評価対象年度に期待される成果に対する達成状況により、４段階で
評価。

評価の客観性・妥当性を確保するために、教育に関する学識
経験者５名から意見を聴取し、結果は「概ね妥当」。

分野等所属等氏名

保護者茨城県ＰＴＡ連絡
協議会会長

内堀 伸明

学校教育分野
（学校関係）

水戸市立浜田小学校
校長

河原井 信幸

学校教育分野
（学力）

茨城大学教育学部
教授

鈴木 一史

学校教育分野
（体力）

筑波大学体育系
教授

三田部 勇

生涯学習分野一般社団法人日本
ハピラボ協会理事

山田 ちひろ

学識経験者（五十音順、敬称略）

Ｄ
(達成率50％未満)

Ｃ
(達成率50％～75％未満)

Ｂ
(達成率75％～100％未満)

Ａ
(達成率100％以上)

１２１６

教育庁総務企画部総務課
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２ 令和８年度（令和７年度事業対象）教育に関する事務の管理及び
執行の状況の点検及び評価に関する報告書について

令和８年度（令和７年度事業対象）教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の結果一覧

教育庁総務企画部総務課

1
課題の解決に向けて、自分で考え、自分か
ら取り組んでいる生徒の割合

主体的・対話的で深い学びの視点に立っ
た、授業改善の状況

78.6%
(2019)

79.3%
(2025)

83% D

2 児童生徒の学力の全国順位 児童生徒の学力
21位

(2022)
9位

(2025)
10位 A

基準値
（年度）

実績値
（年度）

目標値
（2025）

評価結果

県生涯学習センター等で派遣をしたボラン
ティアの人数

政策 施策 No. 指標名 指標が示す目的・内容

１組
（2020)

17組
(2025)

6組 A

4
IBARAKIドリーム・パス事業への応募企画
数

県内の高等学校及び中高一貫教育校に在籍
している生徒が応募した企画提案書の件数

104件
(2020)

857件
(2025)

528件

3
全国レベルの中高生向けプログラミング・
コンテストの入賞組数

全国レベルのコンテストに入賞した県内高
校生の組数

A

5 大学進学率
高等学校及び中等教育学校卒業者のうち四
年制大学進学者の割合

49.0%
(2020)

56.1%
(2025)

60% C

4,564人
(2020)

7,354人
(2025)

6,760人 A

２　魅力ある教育環境
次世代を担う「人財」の育成
と自立を支える社会づくり

7
障害児に対する個別の教育支援計画の作成
率（幼児教育・保育施設）

国公私立幼児教育・保育施設が「個別の教
育（教育及び保育）支援計画」を必要であ
ると判断した子どものうち、支援計画の作
成が行われた割合

63.2%
(2020)

１　次世代を担う人財

①「知・徳・体」バランスの
とれた教育の推進

②新しい時代に求められる能
力の育成

③地域力を高める人財育成 6 生涯学習ボランティア派遣人数

100.0%
（2025）

100% A

8
小中義務教育学校において不登校となって
いる児童生徒のうち、学校内外の機関等で
の相談・指導等を受けている割合

小中義務教育学校において不登校となって
いる児童生徒のうち、学校内外の機関等で
の相談・指導等を受けている割合

59.5%
(2020)

90.9%
(2024)

100% B

３　学び・文化・
　　スポーツ・遊びを
　　楽しむ茨城

 ①生涯にわたる学びと心豊
かにする文化・芸術

9 県立図書館の利用者数
県立図書館の入館者数及び遠隔地貸出サー
ビス等の利用数

A

503,816人
(2025)

575,425人 C

②スポーツの振興と遊びのあ
る生活スタイル

10 全国高校総合体育大会等での優勝数 本県ジュニア選手の育成・強化
３種目
(2020)

10種目
(2025)

９種目

383,617人
(2019)
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３ 県立博物館の知事部局移管に伴う組織改正について

１ 概要

教育庁総務企画部総務課

２ 組織

○ 令和８年10月１日に県立博物館が教育委員会から知事部局（県民生活環境部）に移管されることに
伴い、総務企画部文化課の組織改正を行う。

・ 芸術文化グループの担当業務のうち、「県立博物館の管理運営」に関する業務を知事部局(県民生活
環境部)へ移管

・ 芸術文化グループに管理グループを統合し、芸術文化グループが引き続き行う「児童生徒対象の芸
術文化活動」に加え、管理グループが行っている「課の予算・庶務」を担当

改正後（R8.10～）現行

文化課

課長 課長補佐（総括）

課長補佐（管理）

課長補佐（有形・無形文化財）

課長補佐（埋蔵文化財）

課長補佐（芸術文化）

・県立博物館の管理運営 文化課

課長 課長補佐（総括）

課長補佐（有形・無形文化財）

課長補佐（埋蔵文化財）

課長補佐（芸術文化）

知事部局（県民生活環境部）へ移管

・課の予算・庶務
・児童生徒対象の芸術文化活動

○ 知事部局への移管後も博物館の「社会教育施設」としての機能は維持されることから、教育委員会
として引き続き知事部局と連携し、博物館運営に協力していく。

３ 今後の教育委員会の関わり方
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４ 第68回関東ブロック民俗芸能大会の開催について

１ 目的等

教育庁総務企画部文化課

２ 大会概要

○ 期 日：2026年10月11日（日）12:30～17:15
○ 会 場：ひたちなか市文化会館大ホール（ひたちなか市青葉町1-1）
○ 主 催：県教育委員会、第68回関東ブロック民俗芸能大会実行委員会
○ 参加人数：約800人（見込み）

３ 出演芸能（出演順）

① 小沢の式三番（東京都西多摩郡檜原村）
② 駒衣の伊勢音頭（埼玉県児玉郡美里町）
③ 宮原八幡宮観世流太々神楽（栃木県那須烏山市）
④ 沼須人形芝居（群馬県沼田市）
⑤ 鳥見神社の神楽（千葉県印西市）
⑥ 東金砂神社田楽舞（常陸太田市）
⑦ 西金砂神社田楽舞（常陸太田市）

○東金砂神社田楽舞（県指定無形民俗文化財、国選択無形民俗文化財）
磯出大祭礼※のほか、毎年２月に同神社境内の田楽堂で奉納。

○西金砂神社田楽舞（県指定無形民俗文化財、国選択無形民俗文化財）
磯出大祭礼※のほか、６年ごとの小祭礼において奉納。
（令和９年３月に12年ぶりに小祭礼を開催予定）

※磯出大祭礼
72年に一度開催。東西の金砂神社の氏子たちが両神社から日立市
水木浜までの間を往復（次回は2075年開催予定）

○ 関東甲信越静に伝承されている民俗芸能を一堂に公開することにより、民俗文化財に
対する理解と関心を喚起するとともに、保存・伝承活動の活性化に寄与することを目
的として実施

○ 本県での開催は、2015年以来11年ぶり
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《学校種別の合格状況》

教育庁学校教育部教育改革課

昨年度と比べ、志願者（＋161名）、合格者（＋122名）ともに増加
全体の合格倍率（志願者数／合格者数）は減少（2.45倍→2.35倍▲0.10㌽）

小学校（1.27倍）と特別支援（1.83倍）の合格倍率が低い状況

５ 令和８年度実施茨城県公立学校教員選考試験の結果について

増減（R8実施 ← R7実施）Ｒ７実施Ｒ８実施
合格倍率合格者志願者合格倍率合格者志願者合格倍率合格者志願者

▲0.06㌽＋60名＋39名1.33倍538名718名1.27倍598名757名小 学 校

教

諭

▲0.15㌽＋23名▲１名2.56倍376名964名2.41倍399名963名中 学 校

▲0.10㌽＋24名＋74名3.92倍181名709名3.82倍205名783名高 等 学 校

＋0.03㌽＋23名＋46名1.80倍120名216名1.83倍143名262名特 別 支 援

＋3.65㌽▲5名＋６名14.85倍27名401名18.50倍22名407名養 護 教 諭

＋12.30㌽▲3名＋３名9.20倍5名46名21.50倍2名43名栄 養 教 諭

▲0.10㌽＋122名＋161名2.45倍1,247名3,054名2.35倍1,369名3,215名全 体

質の高い教員を確保するため、引き続き、積極的な教員選考試験の見直し、教員の働き方
改革、教職の魅力発信に取り組み、教員志願者の増加を図る必要
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６ 令和８年度全国学力・学習状況調査の結果概要について

教育庁学校教育部義務教育課

１ 調査実施日 令和８年４月20日（月）～５月29日（金）

※ 調査対象 【小６】 441校 児童20,921人 小学校 義務教育学校前期課程 特別支援学校小学部
【中３】 224校 生徒20,255人 中学校（県立を含む） 義務教育学校後期課程 中等教育学校前期課程 特別支援学校中学部

※ 都道府県別の国語、算数・数学の平均正答率、英語の平均ＩＲＴスコアは、小数点以下を四捨五入した整数値で国から提供されている。
※ 児童生徒数は、教科の調査対象者数の最大数を掲載

２ 調査の内容

３ 結果概要

・教科に関する調査 小６：国語、算数 中３：国語、数学、英語（ＣＢＴ調査）

・児童生徒質問調査、学校質問調査

４ 課題と対応

９月 学力向上推進委員会（茨城大学、市町村教育委員会との対策の検討）
市町村教育委員会と連携し「授業改善推進チーム」を設置

10月 学力向上推進プロジェクトチーム会議（外部有識者との検討）

〈 国 語 〉根拠を明確にして自分の考えを述べること
〈算数・数学〉表、グラフの特徴を捉え、情報を正確に読み取ること
〈 英 語 〉文法事項を理解し、正確に英語で書き表すこと

【課題】

【対応】

中学校（３年）小学校（６年）
区分

英語数学国語算数国語

49457％65％55％61％茨城県

49957.0％63.9％56.4％60.9％全国

－5±0.0＋1.1－1.4＋0.1県－国
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７ 県立高等学校等における校長の公募選考について

１ 公募の目的

教育庁学校教育部高校教育課

４ 選考スケジュール

〇 社会の変化や地域のニーズに対応できる人財を育成するため、学校の特色を生かした探究活動や地域連携の推進
〇 過去の事例にとらわれず、経験や専門性を生かした柔軟な発想と実行力による学校改革の推進

２ 配置予定校 ７校

〇 併設型中高一貫教育校 ４校 (太田第一、土浦第一、
下館第一、下妻第一)

〇 中等教育学校 ２校 (勝田中等、並木中等)
〇 高等学校 １校 (つくばサイエンス)

〇 応募者総数 475 名

３ 応募状況

（受験申込書・業績一覧等）書類等選考第１次選考

令和８年10月オンライン面接第２次選考

令和８年11月対面面接第３次選考

令和８年12月合格者数公表合格発表

〔参考〕 現在の公募校長・副校長配置校 12校
〇 併設型中高一貫教育校 ７校
（日立第一、水戸第一、鉾田第一、鹿島、竜ヶ崎第一、
下妻第一、水海道第一)

〇 中等教育学校 ２校（勝田中等、古河中等)
〇 高等学校 ３校(ＩＴ未来、結城第一、石下紫峰)

〔参考〕令和８年度採用選考結果

672名応募者

44名第２次選考対象者

14名第３次選考対象者

５名合格者
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令和８年９月15日 

教育庁学校教育部高校教育課 

 

８ 高等学校等教育改革促進事業（改革先導拠点創出）に係る追加公募の結果について 

 

１ 追加公募において採択された拠点（３件） 

・文部科学省ホームページにて本日公表されました。 

・既採択の農業拠点（水戸農業高等学校）を併せまして、本県からの申請４件すべてが 

採択となりました。 

《公表内容（抜粋）》 

工
業
拠
点 

類型 拠点名 学科等 上限額 

類型１ 水戸工業高等学校 全日制／工業科 19.0 億円※ 

協力校名 

高萩清松、日立工業、常陸大宮、勝田工業、ＩＴ未来、玉造工業、波崎、 

土浦工業、江戸崎総合、取手第一、下館工業、八千代、総和工業 

理
数
拠
点 

類型 拠点名 学科等 上限額 

類型２ つくばサイエンス高等学校 
全日制／普通科、 

   工業科 
18.8 億円※ 

協力校名 

日立第一、太田第一、佐和、茨城東、土浦第二、牛久栄進、下館第一、古河中等 

遠
隔
拠
点 

類型 拠点名 学科等 上限額 

類型３ 遠隔配信センター  5.0 億円※ 

協力校名 

高萩清松、磯原郷英、太田第一、太田西山、大子清流、小瀬、常陸大宮、 

水戸桜ノ牧常北校、佐和、那珂湊、海洋、大洗、東海、茨城東、玉造工業、 

波崎柳川、石岡商業、竜ヶ崎南、筑波、真壁、結城第一、鬼怒商業、石下紫峰、 

総和工業、三和 

  ※ 「上限額は、今後の交付手続きにおいて、技術的観点からの確認・精査の後、 

減額することがある。」との記載有 

 

２ 参考（国が示している３類型） 

類型１：アドバンスト・エッセンシャルワーカー等育成支援 

・専門学科等の機能強化・高度化 

類型２：理数系人材育成支援 

・探究・文理横断的な学びの重視、理数系人材の量的・質的拡大 

類型３：多様な学習ニーズに対応した教育機会の確保 

・遠隔授業を活用した学びの提供 
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・ＡＩ・データ・先端技術を活用し、産業の高度化に対応できる実践力を備えた人財
・地域の製造業・建設・設備分野を支える技能とデジタル活用力を併せ持つ人財

【拠点④】 アドバンスト・エッセンシャルワーカー等育成支援の改革先導拠点（工業）におけるコンソーシアム

【連携機関】
〇産業界：地元関連企業、Ｐ-ＴＥＣＨ参加企業 等
〇大学等：茨城大学など県内外大学、情報テクノロジー大学校等
〇部局等：産業戦略部、県産業技術イノベーションセンター 等

【取組例】
○ 社会実装型探究による課題発見・解決力の育成
・３年間連続探究カリキュラムを導入し、課題発見から課題解決までを段階的に学習
・企業・大学と連携した社会実装型探究活動を展開
○ イノベーションファクトリーを活用した先端技術教育
・６学科共通の実習基盤を整備し、「設計→試作→検証」による探究活動を実施
・半導体関連実習装置、ロボット、ドローン等を活用した実践的な学習環境を整備
○ 産学官連携による高度専門人材の育成
・企業技術者、大学生・大学院生による伴走型メンタリングを実施
・半導体、ＡＩ、データサイエンス、ロボティクス等の専門分野セミナーを開講
○ 教員の指導力向上による学びの高度化
・企業・大学における実践型研修を実施し、最新技術・知識を習得
・学科横断型教員コミュニティを校内に設置し、教材共有や共同研究を推進

水戸工業
機械科、電気科、情報技術科、建築科、土木科、工業化学科

ＡＩや先端技術を活用し、将来の産業の変化に対応できる実践力を備えた、地域産業をリードする人財の育成

農業系高校
製品の圃場等での使用

商業系高校 福祉系高校
スマート介護・福祉機器開発

【 他分野専門高校との連携 】
開発製品を題材にターゲット分析、
価格設定、販路開拓、プロモーション

生徒派遣
現場実習

技術指導
教員研修

育てたい
人財像

【先導拠点校】

情報分野

① ❷ ➌ ❹ ❺ ➏ ➐ ❾

機械分野

➊ ❷ ➌ ➍ ❺ ➏
➐ ❽ ❾ ❿ ⓫ ⓬

電気分野

❷ ❹ ❺ ➏ ➐
❽ ❿ ⓫ ⓬

化学分野

❷ ➏

土木分野

➐ ❿

建築分野

➐ ❿

《ＡＩ・先端技術活用推進校》
①ＩＴ未来（ＩＴ科）
《工業教育推進校》
➊高萩清松 ❷日立工業 ➌常陸大宮 ❹勝田工業 ❺玉造工業 ➏波崎
➐土浦工業 ❽江戸崎総合 ❾取手第一 ❿下館工業 ⓫八千代 ⓬総和工業

【
協
力
校
】

参考資料
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[裾野拡大]自律的に学びを設計し、実践力を駆使した研究成果の社会実装により複雑な課題に挑み続ける人財
[トップ育成]科学的思考力と探究力を基盤に、高度な研究や探究活動を通じて理数系分野の発展を牽引する人財

【取組例】
○ 新しい普通科を軸とした社会接続型・自己設計型カリキュラム
・教科の学びと大学の学問・研究、企業の仕事・技術を接続し、キャリアを構築
・3年間の理数探究と各教科科目、3年次の学校設定科目で探究を体系化
・固定的な文理分けを行わず、関心・適性に応じた進路を自己設計
○ 地域に左右されない高度理数学習・探究モデルの構築
・遠隔配信センターと連携した指導教諭等による数学・物理等の発展講座
・複数校協働で大学教員等が伴走する学校横断型の高度理数探究の推進
・理数学習推進リーダーを核に協力校・県内各校へ展開
○ TSラーニングハブによる実践基盤整備
・ラーニングコモンズで個別学習・協働探究・成果発表・小中学生探究の展開
・STEAMラボで理数探究における実験・計測・分析・設計・試作・検証
・コネクトラボで高度理数学習において双方向講座・探究指導・教材配信

【連携機関】
つくばスタートアップ・エコシステム・コンソーシアム
〇産業界：研究機関、スタートアップ企業、支援企業 等
〇大学等：茨城大学、筑波大学など県内外大学 等
〇部局等：技術革新課、つくば市 等

メカトロニクス分野
インフラ・都市デザイン分野

バイオテクノロジー分野

AI・データ活用分野

【拠点②】 理数系人材育成支援の改革先導拠点におけるコンソーシアム

ＤＸハイスクール校 SSH校
高度な探究の連携・実験設備の共有探究の成果・ノウハウの共有

【 普通科 ・理数科高校等との連携 】

つくばサイエンス
普通科、科学技術科

【協力校】
日立第一 太田第一 佐和 茨城東 土浦第二
牛久栄進 下館第一 古河中等

社会課題を解決するために自ら目的を定め、理数系の知識・技能と数理的な探究力を高める人財の育成

生徒派遣
現場実習

技術指導
教員研修

育てたい
人財像

【先導拠点校】

参考資料
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【拠点③】 多様な学習ニーズに対応した学習機会の確保の改革先導拠点におけるコンソーシアム

【先導拠点】
遠隔配信センター
（茨城県教育研修センター内）

遠隔で広がる可能性の中で、主体的に学び続ける人財

【協力校】
高萩清松 磯原郷英 太田第一 太田西山 大子清流
小瀬 常陸大宮 水戸桜ノ牧常北校 那珂湊 佐和 海洋
大洗 東海 茨城東 玉造工業 波崎柳川 石岡商業
竜ヶ崎南 筑波 真壁 結城第一 鬼怒商業 石下紫峰
総和工業 三和

●遠隔授業の配信
（授業配信）
・選択科目や習熟度別の授業配信（情報、数学、理科 等）
・複数校参加型の合同授業
（課外配信）
・大学進学希望者向け講座
・難関検定（英検等）取得講座
⇒進学に対応できる多様な学習環境を整備

●専門人材による課外の配信
・ＩＴ基礎、データサイエンス、ＡＩ活用、英語等を配信
・ＩＴパスポート、基本情報技術者試験等の専門資格
取得講座
⇒社会が求めるスキル習得を支援

育てたい
人財像

・自らの興味・関心、強み及び適性を理解し、必要な学習を主体的に選択・継続して希望する進路を切り拓ける人財
・理数・情報等の学び、デジタル技術、データを活用し、地域や産業の課題を発見、分析して、他者と協働しながら解決策を提案できる人財
・茨城県の産業、大学、企業及び多様な職業について理解し、地域とつながりを持ち、地域社会に還元しようとする姿勢を持つ人財

●配信教員の授業スキル向上と研修による普及
・茨城大学講師、放送大学准教授及びＤＸアドバイザー
（ソフトバンク）と連携
・指導法や機材活用について月１回以上意見交換し、
授業改善
⇒指導法をパッケージ化
⇒遠隔授業のスペシャリストを育成

●オンライン共同探究
・社会接続型のテーマを設定し、複数校の生徒
がオンラインで探究活動を実施
⇒ 地域の担い手としての当事者意識を醸成

●オンデマンド教材の配信
・いつでもどこでも生徒が自主的に受講できる環境
・遠隔授業や専門講座のアーカイブ化や多様なニーズ
に対応した教材を提供

【対 象】 ・県内全域の高校
【取組例】 ・遠隔授業の配信（20校・14科目以上）

・専門資格取得支援（IT系資格等）
・指導法の研究と普及（外部専門家と連携）
・オンデマンド教材の配信（アーカイブ動画等）
・オンライン共同探究（協働的な学び）

【連携先】 ・各専門分野における外部人材
・オンライン配信手法等に係る専門人材
（茨城大学、放送大学、民間 等）
・ＩＣＴ技術支援業者 等

・同施設内で行われる研修で教員に遠隔授業の
指導法を普及
・スペシャリストの配信授業を希望教員がオンライン視
聴
⇒県内全域で授業改善の取組に活用

参考資料
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【拠点①】 アドバンスト・エッセンシャルワーカー等育成支援の改革先導拠点（農業）におけるコンソーシアム

・高品質な農産物を計画的に生産できる、実践的な技術と課題解決力を備えた人財
・付加価値のある農業に取り組み、収益性を高める経営者マインドを備えた人財

【先導拠点校】
水戸農業

農業科、畜産科、園芸科、生活科学科、農業土木科、食品化学科、農業経済科、定時制農業科

【連携機関】
〇産業界：各種農業団体、地元農業関連企業、先進農家、農業法人 等
〇大学等：茨城大学、筑波大学など県内外大学 等
〇部局等：農林水産部、県農業総合センター、関係市町村 等

【取組例】
○ 農業体験セミナー（農業の魅力や基礎を学ぶ体験活動）
・ 関係機関施設等を活用し栽培、飼育、食品加工、販売等を体験
・ 農業の多様な分野や地域資源への理解を深め探究活動につながる課題意識を醸成
○ 農業探究セミナー（大学等と連携した探究活動）
・ 大学研究者と連携し栽培試験や生育調査、データ分析で農業課題探究
・ センサーやＩＣＴ機器で取得したデータを分析し栽培条件や収量向上の要因探究
○ 農業実践セミナー（現場と連携した実践活動）
・ 農業法人や先進農家と連携し現場で必要となる実践的な技術習得
・ 実践的な農機械等を活用し農業経営に必要となる省力・効率化の技術習得
○ 人間力セミナー（専門家によるワークショップ）
・ 農業経営者等による講話や対話により農業への理解や主体性と職業観の醸成
・ 専門家等による講話や対話により協働性やコミュニケーション力などの非認知能力育
成

実践的な農業技術や課題解決能力を有した、地域農業をリードする人財の育成

生徒派遣
現場実習

技術指導
教員研修

工業系高校
農業機械・分析機器開発

商業系高校
販売促進、販路開拓

情報系高校
データ測定アプリ・集約・分析

【 他分野専門高校との連携 】

育てたい
人財像

作物・農業生産分野

❶❷❹❺❻❼❽

畜産分野

❷ ❹

園芸分野

❶❷❹❺➏➐❽

生活・地域資源活用分野

➊ ❷ ❸ ❹ ❺ ❻ ➐ ❽

農業経営・流通分野

❶❷❸❹❺❻➐❽

農業土木・森林保全・環境分野

❷ ❺ ➐ ❽

食品加工・製造分野

❷ ➌ ❹ ➏ ➐ ❽

【協力校】
❶高萩（農業） ❷大子清流（農業、林業） ➌海洋（水産業） ❹鉾田第二（農業）
❺石岡第一（農業） ➏江戸崎総合（農業） ➐真壁（農業） ❽坂東清風（農業）

参考資料
（6/30採択済）
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高等学校教育改革促進基金積立金について 

 
教育庁学校教育部高校教育課 

議案の名称 高等学校教育改革促進基金積立金 

１ 予 算 額 
６，１９８，１３９千円 

２ 現況・課題 2040 年には、産業構造や社会システムの変化を踏まえた労働

力需給ギャップにより、地域の経済社会を支えるエッセンシャル

ワーカーの圧倒的不足、いわゆる理系人材の不足が懸念されると

ともに、少子高齢化、生産年齢人口の減少、地方の過疎化が一層

深刻化している。 
いわゆる高校無償化と併せて公立高校や専門高校等への支援

の拡充を図るため、国から提示される「高校教育改革に関するグ

ランドデザイン」に沿った緊要性のある取組等について、国が都

道府県に造成する基金等により先行的に支援することとされて

いる。 
３ 必要性・ねらい ①技術革新のスピードが加速する時代に適した課題解決能力の

獲得に向け、探究的・実践的な学びの積み重ねや深まりのある学

びを実現する。 
②先進的な新たな知を生みだす力を育成するため、理数的素養を

身に付けつつ、自ら問いを立て、解決する研究を行う高等教育を

見据えた文理融合の学びを実現する。 
③人口減少地域に、魅力ある学びの選択肢を増やすため、地域の

教育資源を活かした学びや遠隔授業を活用した学びの提供を実

現する。 
４ 内  容 

  

○改革先導拠点校整備のための経費の積み増し 
令和７年度に造成した高等学校教育改革促進基金（R7 造成済。

国：10/10）に今回新たに４拠点整備にかかる費用、6,198,139

千円を積み増し、当事業に活用するもの。 

積み増し額は、2028 年度までの３年間の総額。 

・拠点校における令和８年度先行準備の主な内容 

①水戸農業高校（農業拠点）：約 19.2 億円 

②水戸工業高校（工業拠点）：約 19.0 億円 

③つくばサイエンス高校（理数拠点）：約 18.8 億円 

④遠隔配信センター（遠隔拠点）：約 4.9 億円 

５ 参考事項 

  

・スケジュール等 
４①～④ すべて採択済み 
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2025年度に造成した「高等学校教育改革促進基金」に、高等学校教育改革先導拠点の取
組にかかる経費を積み増しし、2028年度まで計画的に事業を実施します。

高等学校教育改革促進基金積立金

令和8年度 当初予算案 PP

【Ｒ8.9月補正予算額 6,198百万円】 教育庁学校教育部高校教育課高校教育改革推進室（029-301-5204）

１ 目的
国の高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）を踏まえ、公立

高校の改革を先導する拠点校の整備にかかる経費を積み立てる

２ 積立額 6,198百万円（既積立額 60百万円）
（内訳）
①水戸農業 ：1,925百万円 ②水戸工業 ：1,899百万円
③つくばサイエンス：1,878百万円 ④遠隔配信センター： 496百万円

国

高校教育改革
促進事業費補助金（10/10）

高等学校教育改革促進基金

6,198百万円
国費を財源に基金へ積立
2029.3.31までの範囲で管理

基金を活用した取組

水戸農業

国庫支出金
6,198百万円

基金へ積立 基金から充当 水戸工業

つくば
サイエンス

遠隔配信
センター
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提出議案（条例は除く）の概要 

 
教育庁学校教育部高校教育課 

議案の名称 高等学校教育改革促進事業 

１ 予 算 額 
２９２，７９１千円 

２ 現況・課題 2040 年には、産業構造や社会システムの変化を踏まえた労働

力需給ギャップにより、地域の経済社会を支えるエッセンシャル

ワーカーの圧倒的不足、いわゆる理系人材の不足が懸念されると

ともに、少子高齢化、生産年齢人口の減少、地方の過疎化が一層

深刻化している。 
いわゆる高校無償化と併せて公立高校や専門高校等への支援

の拡充を図るため、国から提示される「高校教育改革に関するグ

ランドデザイン」に沿った緊要性のある取組等について、国が都

道府県に造成する基金等により先行的に支援することとされて

いる。 
３ 必要性・ねらい ①技術革新のスピードが加速する時代に適した課題解決能力の

獲得に向け、探究的・実践的な学びの積み重ねや深まりのある学

びを実現する。 
②先進的な新たな知を生みだす力を育成するため、理数的素養を

身に付けつつ、自ら問いを立て、解決する研究を行う高等教育を

見据えた文理融合の学びを実現する。 
③人口減少地域に、魅力ある学びの選択肢を増やすため、地域の

教育資源を活かした学びや遠隔授業を活用した学びの提供を実

現する。 
４ 内  容 

  

○改革先導拠点校整備のための体制構築 
令和７年度に造成した高等学校教育改革促進基金を活用し創

出した高校教育改革を先導する拠点について、取組・拠点整備を

切れ目なく行い、成果を県内の高校に普及するため、先行準備を

するための経費 

・拠点校における令和８年度先行準備の主な内容 

①水戸農業高校：施設整備のための設計委託 等 

②水戸工業高校：新棟建設工事設計委託 等 

③つくばサイエンス高校：新棟建設工事設計委託、AI ドリル導

入費用 等 

④遠隔配信センター：施設整備のための設計委託、先進事例視察

旅費 等 
５ 参考事項 

  

・高等学校教育改革促進基金（R7 造成済。国：10/10）に今回新

たに４拠点整備にかかる費用、6,198,139 千円を積み増し、当

事業に活用する。 
・４①～④ すべて採択済み 
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国の高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）を踏まえ、高等学校教育改革
促進基金を活用し、公立高校の改革を先導する拠点校の整備を推進します。

高等学校教育改革促進事業

令和8年度 ９月補正予算案 PP

【Ｒ8.9月補正予算額 293百万円】

（現計予算額 60百万円）

教育庁学校教育部高校教育課高校教育改革推進室（029-301-5204）

１ 水戸農業高校（実践的な農業技術や課題解決能力を有した、地域農業をリードする人財の育成）
（全体像） 生産現場に近い設備環境の整備、先進農家・大学等と連携したセミナーの開催 等
（９月補正の主なもの） 施設改修に係る設計委託費 等 112百万円

２ 水戸工業高校（将来の産業の変化に対応できる実践力を備えた、地域産業をリードする人財の育成）
（全体像） ＡＩ等の先端技術の導入、イノベーションファクトリーの整備 等
（９月補正の主なもの） 新棟建設設計委託費 等 40百万円

３ つくばサイエンス高校（自ら課題を見いだし、理数分野における
課題解決能力を備えた人財の育成）

（全体像） 社会接続型カリキュラムの推進、ラーニングハブ
の整備 等

（９月補正の主なもの） 新棟建設設計委託費、教育用機器
先行導入 等 98百万円

４ 遠隔配信センター（多様な学習ニーズに対応した遠隔教育の質の
保証への取組）

（全体像） 遠隔授業及び外部専門人材による資格取得講座等の配信
（９月補正の主なもの） 配信機器の先行導入 等 43百万円
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受理番号 
 

 

受理年月日 
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提 出 者 住 所 氏 名           
 

 

紹介議員氏名 
 

 

調 査 結 果                   
 

８ 年 

第 ５ 号 

 

 

８．９．１ 

 

 

教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度堅持のため

の政府予算に係る意見書採択を求める請願 

学校現場では、貧困・いじめ・不登校・教職員の長時

間労働や未配置など解決すべき課題が山積しており、

子どもたちのゆたかな学びを保障するための教材研究

や授業準備の時間を十分に確保することが困難な状況

となっている。ゆたかな学びや学校の働き方改革を実

現するためには、教職員定数改善が不可欠である。 

給特法等改正を受け、義務標準法が改正され、小学校

に続き中学校の学級編制標準は 2028 年度までに 35 人

に引き下げられる。今後は、高等学校での早期実施と、

きめ細かい教育活動をすすめるために、さらなる学級

編制標準の引き下げ、少人数学級の実現が必要である。

また、学校の働き方改革は教育委員会作成の業務量管

理・健康確保措置実施計画によりすすめられるが、「３

分類」にかかわらず業務の外部移行・委託を行うための

国による自治体への財政措置等が不可欠である。 

厳しい財政状況の中、独自財源により人的措置等を

行っている自治体もあるが、自治体間の教育格差が生

じることは大きな問題である。義務教育費国庫負担制

度については、2006 年度に国庫負担率が２分の１から

３分の１に引き下げられた。国の施策として定数改善

にむけた財源保障をし、子どもたちが全国のどこに住

んでいても、一定水準の教育を受けられることが憲法

上の要請であり、ゆたかな子どもの学びを保障するた

めにも国庫負担制度の堅持、さらには国庫負担率２分

の１への復元が必要である。 

こうした観点から、政府予算編成において下記の請

願事項が実現されるよう、地方自治法第 99 条の規定に

もとづき、国の関係機関への意見書提出を請願する。 

 

１．学校の働き方改革・長時間労働是正を実現するた

め、加配教員の増員や少数職種の配置増など教職員

定数改善を推進すること。 

２．教育の機会均等と水準の維持向上をはかるため、地

方財源を確保した上で義務教育費国庫負担制度を堅

持すること。 

３．自治体が実効性のある働き方改革を実行するため

に必要な予算措置を講じること。 

茨城県水戸市笠原町978－46 

茨城教育会館２Ｆ 

茨城県教職員組合 

請願代表者 井坂 功一 

外9,549名 

 

 

海 野   透 

白 田  信 夫 

飯 塚  秋 男 

小 川  一 成 

石 井  邦 一 

高 崎   進 

齋 藤  英 彰 

１ 学校の働き方改革・長時間労働是正を実現するため、加配教員の増員や少数職

種の配置増など教職員定数改善を推進すること。 

（１）制度の概要等 

  ・ 第７次教職員定数改善計画（H13～H17）により、少人数指導への支援、教

頭複数配置の拡充ほか、養護教諭、栄養教諭、事務職員等の定数改善。 

・ H29義務標準法改正により、R8までの10年間で、通級指導、外国人児童生 

徒等指導及び初任者研修指導に関する加配定数の基礎定数化が完了。 

 

（２）最近の動き 

  ・ 学習指導要領の改訂により、より一層の授業の工夫・改善が求められてい

ることから、ＩＣＴ環境の更なる充実や、教員としての資質・能力の向上を

図りながら、教員の負担軽減を講じることも必要であるため、通級指導等の

更なる基礎定数の改善に加え、小学校に引き続き、中学校における35人以下

学級の定数改善を確実に実現するほか、小学校における専科指導、特別な配

慮を要する児童生徒（問題行動や不登校、特別支援教育、外国人児童生徒へ

の日本語指導）への対応などのための加配定数の充実等について、国に対し

て要望を行っている。 

 

 

２ 教育の機会均等と水準の維持向上を図るため、地方財源を確保した上で義務教

育費国庫負担制度を堅持すること。 

（１）制度の概要等 

【義務教育費国庫負担法】（平成18年４月施行） 

国の負担率を２分の１から３分の１に改正 

国庫負担金の減少分→所得税から個人住民税への税源移譲により措置 

 

（２）動向 

① 【三位一体改革について（政府・与党合意）】（平成17年11月30日） 

義務教育制度について、その根幹を維持し、義務教育費国庫負担制度を堅持

する。 

② 【義務教育費国庫負担金に係る財務省・文部科学省の合意事項】               

（平成25年１月27日） 

今後の少子化の進展や国・地方税制状況等を勘案し、教育の質の向上につな

がる教職員配置の適正化を計画的に行うこと、その他の方策を引き続き検討し 

その結果に基づいて必要な措置を講じる。 

 

（３）最近の動き 

① 【全国都道府県教育長協議会等からの国への要望】（令和８年７月） 

全国どこでも誰一人取り残さない義務教育の機会均等と教育水準の維持向上

のため、必要な財源は国の責務としてこれを完全に保障するよう国に要望して

いる。 

 1



②【令和９年度概算要求の状況（文部科学省）】（令和８年８月） 

    令和９年度概算要求においては、国の負担率に変更はない状況であるが、昨

年度を超える所要額が計上されている。 

 

３．自治体が実効性のある働き方改革を実行するために必要な予算措置を講じるこ

と。 

（１）制度の概要等 

令和７年６月11日、公立学校の義務教育諸学校の教育職員の給与等に関す

る特別措置法の一部を改正する法律が成立 

① 超過勤務時間相当分として支給される「教職調整額」の支給率を段階的

に4％から10％（令和13年１月）に引上げ 

② 自治体に、教員の業務量の適切な管理と健康・福祉を確保するための取

り組みに関する「業務量管理・健康確保措置実施計画」の策定・公表を義

務付け 

・ 時間外在校等時間の月平均は、令和11年度までに30時間程度に削減す

ることを目標 

 

（２）本県の状況 

  ① 働き方改革の取組 

   令和３年以降、全校種で働き方改革を積極的に推進 

・ 県立学校については、令和３年４月に時間外在校等時間の上限や取り

組むべき項目を提示した茨城県県立学校の働き方改革のためのガイドラ

イン」を策定。（令和８年４月改訂） 

・ 市町村立学校については、教育事務所単位で、市町村教育委員会や校

長をメンバーとする「働き方改革推進チーム」を設置（令和３年１月）

し、取組事例の共有や意見交換、学校への訪問・助言を実施 

 

  ② 本県教員の時間外在校等時間（月平均）の状況 

 

 

 

 

 

 

 

（３）最近の動き 

令和８年７月、全国都道府県教育長協議会等から国に対し、「学校における

働き方改革」を推進するための教育委員会の体制強化や学校規模、地方の財政力によ

り、差が生じることがない十分な財政措置など、教育予算の充実を要望している。 

 

 令和3年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 ５年間の増減 

小学校 34時間39分 33時間07分 31時間25分 30時間34分 29時間33分 ▲５時間06分 

中学校 46時間58分 44時間21分 40時間33分 38時間05分 37時間23分 ▲９時間35分 

高校 25時間08分 25時間16分 24時間00分 22時間15分 21時間17分 ▲３時間51分 

特別支援 18時間11分 17時間43分 13時間18分 12時間18分 11時間14分 ▲６時間57分 
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